
令和元年度一般会計決算の概要 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分    決算額 対前年度伸率 

 歳       入 118 億 1,651 万円 18.9％ 

歳       出 108 億 9,786 万円 17.5％ 

差 引 残 額 ９億 1,865 万円 37.3％ 

翌年度繰越財源 6,521 万円 10.2％ 

  実質収支額  ８億 5,344 万円 40.0％ 

 

【歳入の主な内容】 

 １）町税 51億 4,421万円（前年比１億 694万円の増（前年比 2.1％）） 

   ・町民税：個人所得の減などによる町民税の減（△4,353万円） 

・固定資産税：滞納繰越分の納付による固定資産税の増（1億 4,675万円） 

      

２）地方特例交付金 5,121万円の増（同 188.8％） 

   ・幼児教育・保育の無償化による子ども・子育て支援臨時交付金の増（4,533万円） 

  

 ３）国庫支出金 ４億 8,423万円の増（同 54.7％） 

   ・プレミアム付商品券発行によるプレミアム付商品券事業補助金の増（1,354万円） 

・明治記念大磯邸園整備による社会資本整備総合交付金の増（４億 7,195万円） 

     

 ４）県支出金 １億 684万円の増（同 16.8％） 

・明治記念大磯邸園整備による明治記念大磯邸園事業推進補助金の増（7,082万円） 

・参議院議員通常選挙費委託金の増（1,272万円） 

 

５）財産収入 8,068万円の増（同 141.5％） 

    ・東町町営住宅跡地の売却による不動産売払収入の増（１億 612万円） 

     

６）繰入金 １億 404万円の増（同 25.8％） 

    ・精算による特別会計繰入金の増（4,106万円） 

    ・財源調整による財政調整基金繰入金の増（6,892万円） 

～令和元年度決算のポイント～ 
【歳入】 
・固定資産税の増加に伴い、税収が２年連続で増へ 

・プレミアム付商品券事業補助金や明治記念大磯邸園整備事業による国庫支出金等の増 

・不動産売払収入による財産収入の増 

【歳出】 

・明治記念大磯邸園、大磯港賑わい交流施設、（仮称）東部子育て支援センター等の整備による

普通建設事業費の増 

・町立小中学校への空調設備の設置による物件費の増 

・台風や大雨の影響による復旧対応の増加などによる維持補修費の増 

・幼児教育・保育の無償化による扶助費の増 
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７）諸収入 6,497万円の増（同 22.0％） 

   ・町税徴収延滞金による増（3,883万円） 

・東海大学大磯病院整備計画訴訟解決金による増（4,018万円） 

 

８）町債 ５億 9,800万円の増（同 122.7％） 

    ・防災行政無線補完システム整備による町債の増（1,220万円） 

・明治記念大磯邸園整備による町債の増（６億 3,710万円） 

 

【歳出の主な内容】  

１）物件費 7,455万円の増（同 4.9％） 

・町立小中学校への空調設備の設置による借上料の増（2,313万円） 

 

２）維持補修費 2,100万円の増（同 24.6％） 

・台風や大雨による復旧対応の増（2,057万円） 

 

３）扶助費 2,972万円の増（同 1.8％） 

・幼児教育・保育の無償化に伴う施設等利用給付費の増（1,989万円） 

 

  ４）補助費等 4,582万円の増（同 10.9％） 

・プレミアム付商品券発行事業による商品券取扱事業者交付金の増（4,058万円） 

      

  ５）普通建設事業費 11億 8,705万円の増（同 241.7％） 

・明治記念大磯邸園整備による増（11億 8,034万円） 

・（仮称）茶屋町会館整備による増（4,111万円） 

・（仮称）東部子育て支援センター整備による増（720万円） 

・西久保地区休憩施設整備による増（1,800万円） 

・大磯港賑わい交流施設整備による増（6,513万円） 

・教育研究所整備による増（1,224万円） 

・防災行政無線補完システム整備による増（1,962万円） 

 

  ６）積立金 ３億 3,862万円の増（同 66.3％） 

・寄附金の受入れによる公共施設整備基金積立金の増（３億 3,997万円） 

 

  ７）繰出金 8,537万円の減（同△4.8％） 

・国民健康保険事業特別会計 ２億 5,922万円（△1,077万円）（同△4.0％） 

・後期高齢者医療特別会計 ４億 4,404万円（△1,046万円）（△2.3％） 

    ・介護保険事業特別会計 ４億 6,806万円（931万円）（同 2.0％） 

・下水道事業特別会計 ５億 3,724万円（△7,256万円）（同△11.9％） 

 

※（ ）内は前年度との増減値 


